
 

 

電子デバイス、フラットパネルディスプレイの市場、技術、業界動向を中心に    

NEWS TOPICS （No.82) 2021 年 10 月              越石健司 

■液晶・有機 EL・次世代ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ・部材 

□世界初 電波の反射方向が変えられる液晶メタサーフェス反射板の開発に成功 2021.10.7 

方向可変型液晶メタサーフェス反射板（小形試作サンプル） 

ジャパンディスプレイ（以下「JDI」）と株式会社 KDDI 総合研究所は、電波の反射方向を

任意な方向へ変えられる、28GHz 帯液晶メタサーフェス反射板（以下、「方向可変型液晶

メタサーフェス反射板」）の開発に世界で初めて成功した。これにより、5G や次世代移動

通信の超高速・大容量なサービスエリアを、周辺の電波環境の変化にあわせて拡張する

ことが可能となる。5G で利用する 28GHz 帯などの高い周波数は、超高速・大容量な通信

サービスを提供できる一方で、電波の直進性が強く、基地局のアンテナが見通せないビ

ルや樹木の影などに電波が届きにくい場所（カバレッジホール）が発生しやすい特徴が

ある。このような場所へ 5G サービスを提供する方法として、基地局からの電波を特定方

向に反射させてカバレッジホールへ届ける『メタサーフェス反射板』が注目を集めてお

り、JDI と KDDI 総合研究所は、電波の反射方向を電気的に変更可能な、方向可変型液晶

メタサーフェス反射板を開発した。方向可変型液晶メタサーフェス反射板は、ディスプ

レイなどの光制御に使われる液晶を電波の反射制御に応用し、反射素子とグランド（地

板）との間に液晶層を取り入れ、反射素子を電極として兼用し電圧により電気特性（誘

電率）の変更を可能とし、電気的な電波の反射方向制御を実現した。 

 

□液晶ﾊﾟﾈﾙ、下落率最大級 TV用、9 月 3 割安米中景気不安で       2021.10.13 

テレビの主要部材である液晶パネル価格が大幅に下落した。指標品の 9月価格は前月比 3

割ほど安く「過去最大級の下落率」となった。米国や中国で景気の先行き不安が広がり、

年末商戦を前に需要家側に安値志向が強まった。巣ごもり消費の一巡もあってテレビ販

売は落ち込みが鮮明だ。一方でパネルメーカーに本格減産の動きはなく、年明けには採

算割れ水準まで値下がりする可能性がある。 
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□有機 EL パネル価格が再び下落 7～9月、メーカー増産で         2021.10.1 

大型テレビ向けの有機 EL パネル価格が再び下落した。指標品の 7～9 月の大口取引価格

は 4～6月に比べ 3%ほど安い。巣ごもり需要を追い風に有機 ELテレビの販売が伸び、4～

6 月に約 3 年ぶりにパネル価格が上昇した。だが、液晶テレビに代わり有機 EL テレビの

シェア拡大を狙った韓国 LG ディスプレー（LGD）が増産を始めたことから下落に転じた。 

 

□有機 EL、中国からも調達 BOE 供給 米ｱｯﾌﾟﾙ、iPhone13 向け       2021.10.14

米アップルは新型スマホ「iPhone13」の有機 EL パネルの主要サプライヤーの 1 社に中国パ

ネル最大手、京東方科技集団（BOE）を選び、BOE は供給を本格的に始めた。BOE は技術

力を高めており、同分野での韓国勢の寡占状況を崩した格好だ。複数の関係者によると、

BOE は 9月から iPhone13の 6.1インチ向けに有機 EL パネルの出荷を始めた。 

 

□ナイトライド・セミコン、欧米で技術特許承認 ﾏｲｸﾛ UVLED 高効率化   2021.10.15 

マイクロＵＶＬＥＤは有機ＥＬディスプレーに次ぐ次世代技術として注目される 

 ナイトライド・セミコンダクター（徳島県鳴門市）が持つマイクロ紫外線発光ダイオー

ド（ＵＶＬＥＤ）の高効率化技術に関する特許が米国、英国、独、仏で承認された。マ

イクロＵＶＬＥＤは赤、青、緑の蛍光体を励起し、フルカラー化する。有機ＥＬディス

プレーに次ぐ次世代技術として注目されるマイクロＬＥＤディスプレーの高効率化につ

ながる可能性がある。特許技術は波長 386~400nm のマイクロＬＥＤチップでチップサイ

ズを 50µm 以下にし、表面加工を施したサファイア基板（ＰＳＳ基板）を用いることなど

で発光効率を向上させるもの。 

 

□信越化学、次世代ディスプレー製造装置を年内事業化          2021.10.26 

信越化学工業は年内に次世代ディスプレーの製造装置を事業化する。微細な発光ダイオ

ード（LED）の素子を高速で基板に敷き詰める独自の技術を使う。「マイクロ LED」と呼ば

れるディスプレーの中核部分をつくる装置で、従来の方法に比べ時間をおよそ 100分の 1

にできる。量産効果でコストが下がれば、テレビなどへの採用が広がりそうだ。 

 

□ＨＯＹＡ、中国ＢＯＥとフォトマスク生産 合弁会社設立        2021.10.26 

光学機器大手 HOYAは 22日、中国パネル最大手、京東方科技集団（BOE）の子会社と合弁

会社を設立すると発表した。設立する合弁会社は、FPDの製造に使う「フォトマスク」を

手掛ける。資本金は 10億人民元（約 178億円）で、HOYAが 60%、BOEが 40%をそれぞれ

出資する。合弁会社は中国重慶市に設立予定だが名称や設立時期などは未定としている。 
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□シャープが新世代液晶 TV ミニ LED、国内勢で初            2021.10.27 

シャープは 26日、小型の発光ダイオード（LED）を高密度に敷き詰めた「ミニ LED」液晶

テレビを 12月に発売すると発表した。従来の液晶より明るさやコントラストなどの表示

機能が向上した新世代のディスプレーで、国内メーカーとして初めて販売する。小型化

した LEDの搭載数は従来の液晶テレビの約 72倍。輝度は最大で約 3倍となり、明るい光

や漆黒がより美しく表現できるようになったという。65～85型の 8K対応テレビ 3種と

55～65型の 4K対応テレビ 2種を順次発売する。市場想定価格は 8Kの 85型が 176万円前

後、4Kの 55型は 36万 3千円前後となる。 

 

□ＪＤＩ、7─9 月期の営業損益を 20 億円の赤字に上方修正        2021.10.28 

ジャパンディスプレイ（ＪＤＩ）は２６日、２０２２年３月期第２・四半期（７─９月

期）の営業損益を従来の８０億円の赤字から２０億円の赤字に上方修正した。半導体不

足による生産への影響などから保守的に見込んでいたが、顧客からの受注増で売上高が

拡大したほか、部材コスト増の販売価格への転嫁などにより営業損失は従来予想より大

幅に縮小する見込みとなった。４─９月期の営業損益予想も１３８億円の赤字から７８

億円の赤字に上方修正した。 

 

□ミニＬＥＤ、第３の道 アップル採用 液晶・有機ＥＬに続く 明暗調整とコスト両得 

                                   2021.10.28 

 ディスプレーで液晶、有機ＥＬに続く「第３の選択肢」が台頭してきた。液晶ディスプ

レーのバックライトを微細なＬＥＤに置き換え、明暗差をくっきりと表現する「ミニＬ

ＥＤだ。米アップルが市場を拓き（ノートパソコンの上記機種「ＭａｃＢｏｏｋＰｒ

ｏ」の２モデルで採用）、タブレット端末やパソコンへの搭載を進めることで他社の採用

事例も増えてきた。 

iPad Pro が搭載するミニ LED の顕微鏡写真 
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■タッチセンサー 

□シャープ、ディスプレイに直接触れず操作が可能な「静電ホバータッチディスプレイ」 

                                   2021.10.4 

 シャープは、ディスプレイに触れずに指を浮かせた状態で操作できる「静電ホバータッ

チディスプレイ」を開発した。各種端末やデジタルサイネージのタッチレス操作を実現

し、高まる“非接触”ニーズに対応する。静電容量方式のタッチパネルを採用している。

新開発の高感度タッチコントローラーにより、ディスプレイ表面から最大約 5cm離れた

位置にある指を高精度で検知。手袋をした指もしっかりと検知。。

 

 

□コーデンシ、空中映像に入力機能付加 空中ディスプレー向けモジュール開発 

                                   2021.10.5 

• 空間入力モジュールを使った空中映像ディスプレーの利用イメージ 

コーデンシは空中に映像表示する空中ディスプレー向けで、強みの三角測量方式距離セ

ンサーを応用した「空間入力モジュール」を開発した。映像面の下に配置でき、空中映

像表示装置の筐体サイズを変えることなく、非接触入力機能を付加できる。コロナ禍で

非接触ニーズが急増。光センサーを手がけるコーデンシにさまざまな依頼があるという。

ＡＴＭや券売機、エレベーター、トイレ、飲食店の注文機、アミューズメント機器など

で非接触の操作、文字入力、画面切り替えができれば感染症対策につながる。 

 

□東レが感光性導電材料低抵抗化技術 ｼｰﾄ抵抗従来比 8分の 1に     2021.10.21 

 東レは 20 日、感光性導電材料「RAYBRID」のシート抵抗を従来比 8 分の 1 に低減する低

抵抗技術を開発したと発表した。同技術

を適用した RAYBRID は、大型化が進む車

載用タッチパネルに加え、5G 通信用透明

アンテナや透明ヒーターへの展開が期待

できるという。同社の RAYBRID は、独自

の粒子分散技術と感光樹脂設計により微

細配線の形成が可能な材料で、スパッタ

ーや蒸着による銅などの金属薄膜の配線加工と比較し、シンプルな工程が適用できる。4 



 

 

■半導体 

□ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ、半導体材料の熱膨張抑制 ﾊﾟｯｹｰｼﾞ基板向け量産開始      2021.10.6 

 パナソニックは半導体製造の「後工程」向け部材の販売拡大に乗り出す。熱の膨張率を 

 抑えて不具合を低減したパッケージ基板向け材料を開発し、量産を始めた。「R-1515V」

を７月から郡山工場で量産を始めた。材料は樹脂で、半導体チップの反りを抑制して実

装時の不具合を低減させる特長を持つ。 

 

□半導体ﾊﾟｯｹｰｼﾞ基板の供給不足続く、最大 30％の需給ギャップも     2021.10.8  

半導体市場の拡大などに伴いマザーボードとチップの中継基板（インターポーザー）と

しての役割を担うパッケージ基板の供給不足が深刻化している。専門家によれば 2024～

25 年ごろには最大 30％の需給ギャップが発生する可能性があると指摘する。国内ではイ

ビデンが主力の大垣中央事業場で総額 1300 億円の設備投資を敢行したのに続き、新たに

河間事業場での新棟建設（総額 1800 億円）計画を発表。さらに河間新棟竣工後を見据え

て、新たに用地取得を進めるなど、従来と比べ物にならない投資スケールとなっている。

新光電気工業も高丘工場を中心に能力増強を図っているほか、凸版印刷や京セラも積極

的な投資姿勢に転じている。海外企業でも AT＆S がマレーシアに新工場を建設するなど

しており、FCBGA サブストレートの生産能力（個数ベース）は、26 年までに 21 年比で

2.1 倍に増加すると予測され。ただ、それより需要が供給能力を上回る展開は今後も続

くと見ており、実際の運用上のキャパシティーと今後の需要を比較すると、24～25 年ご

ろには最大 30％の需給ギャップが生まれると指摘する。 

□台湾ＴＳＭＣ、日本に半導体工場 熊本県で２４年に生産開始へ     2021.10.14 

 

半導体受託製造で世界最大手の台湾積体電路製造（ＴＳＭＣ）は１４日、日本に半導体

の工場を建設すると発表した。２０２２年着工、２４年の生産開始を目指す。魏哲家・

最高経営責任者（ＣＥＯ）が同日の決算説明会で明らかにした。同社が日本に生産拠点

を置くのは初めて。詳細は明らかにしていないが、工場は熊本県に建設され、ソニーグ

ループ（Ｇ）やデンソーも参加する見通しだ。総事業費は８０００億円規模で、日本政

府が半額を補助する方向で検討している。魏氏は「顧客や日本政府から支援の確約を得

ている」と説明した。工場では、回路線幅２２～２８ナノメートル（ナノは１０億分の

１）のロジック半導体を製造。主に画像センサー用半導体や、世界的に深刻な供給不足

に陥っている車載用半導体が生産される見込み。工場は、大口取引先のソニーＧが持つ

熊本県菊陽町の画像センサー工場の近くに建設されることが明らかになっている。    5 



 

 

□半導体、ハンコ製法で逆襲 キオクシア・キヤノン実用へ        2021.10.19

先端半導体の回路を描くために不可欠な「露光技術」で日本企業に逆転の目が出てきた。

キオクシア、キヤノン、大日本印刷はハンコを押すように回路を形成する「ナノインプ

リント」を 2025 年にも実用化する。一部の工程が不要になり、設備投資を数百億円、対

象工程の製造コストを最大 4 割減らせる見込み。露光分野でシェアを奪われてきた日本

勢が再び存在感を高められそうだ。 

  

3 社は 17 年からキオクシアの四日市工場でナノインプリントの試作装置を稼働させてお

り、このほど実用化に向け技術面でメドをつけた。 

 

▼ナノインプリント 半導体の土台であるシリコンウエハーの表面に感光樹脂を塗布し、

凹凸を付けた原版（マスク）を押しつけて電子回路パターンを転写する半導体の製造技

術。マスクにお手本となる回路形状を作っておけば、複雑な構造でも一度に形成できる。

従来の露光技術よりも省電力で、製造時のランニングコストや設備投資も抑えられる利

点がある。一方、現状の半導体の製造方法と比べて生産性が低下する恐れがある。ウエ

ハーとマスクが直接接触するため、回路に細かいゴミやほこりが入るなど不良品が出や

すいといった課題があり、実用化に向けて製造技術や運用面の改良が欠かせない。 

□米 IT、半導体開発に本腰 自社設計が競争力左右 アップル・グーグル、新商品に搭載 

                                  2021.10.20 

世界の IT（情報技術）大手による半導体の開発競争が本格化している。米アップルは 18

日に発表したノートパソコンに自前で設計した半導体を採用する。グーグルも 28 日発売

の新型スマートフォンに自社開発の半導体を搭載する。部品である半導体が製品そのも

のの競争力を左右するようになり、自動車や通信でも自前の開発能力を備える動きが広

がる。                                                                        6 

https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=7751
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=7912


 

 

□米マイクロンが 8000 億円で広島に DRAM 新工場             2021.10.20 

米国半導体大手のマイクロン・テクノロジーがパソコンなどのデータの一時記憶に使う

ＤＲＡＭの新工場を広島県内に建設する計画が明らかになった。東広島市の既存工場近

くで２０２４年までに稼働し、総投資額は最大で８０００億円に上る見込み。データセ

ンター向けなどの中長期的な需要拡大に備える。製鉄所閉鎖や造船不況で雇用悪化が心

配される地元経済にとっても朗報となりそうだ。 

 

 

 

■新技術、材料 

□CO2 の燃料転換に希望 車や航空機に、20 年代半ばめど         2021.10.3 

地球温暖化の原因になるからと、自動車や飛行機に乗るのをあきらめていませんか。確

かに交通機関が使う燃料は、世界の全エネルギー生産量の 9%を占める。だが乗り物を我

慢するのではなく、温暖化ガスを増やさずにうまく乗りこなせるようにしたらどうだろ

うか。二酸化炭素（CO2）から燃料をつくる研究が熱を帯びてきた。 

 

□凸版 ガラス製マイクロ流路チップ                  2021.10.8 

 凸版印刷は７日、フォトリソグラフィ技術を使用して製造したガラス製マイクロ流路チ

ップの試作に成功したと発表した。ＬＣＤ用カラーフィルターの製造で培ったフォトリ

ソ法による微細加工技術を応用。 

  

□分子滴下で音声認識 次世代ＡＩデバイスに道 九州工大など      2021.10.13 

 九州工業大学の宇佐美雄生助教、大阪大学の松本卓也教授らはオランダのトｳウｴテ大学 

 と共同で、有機分子の溶液を滴下するだけでランダムネットワークを作製し音声認識 

 などの情報処理を実現できることを明らかにした。 

 

□田中貴金属工業、スクリーン印刷向けの「低温焼成ナノ銀ペースト」を開発 

2021.10.13 

 田中貴金属工業は、スクリーン印刷用に最適化した「印刷配線用低温焼成ナノ銀ペース

ト」を開発し、サンプルの提供を開始した。同製品は、プリンテッドエレクトロニクス

分野において主流な工法であるスクリーン印刷において、配線の微細化や、従来よりも

優れた曲げ耐性を有する配線を実現するもの。これにより、曲げ耐性が期待されるスマ

ートフォンやウェアラブルデバイス等のフレキシブルデバイスへの適用や、電気自動車

等の普及に伴いさらなる需要増が予想されるガラスヒーターなどの透過性の向上が期待

できる。  
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□材料進化の最前線 ＮＩＭＳ最新成果 ＥＣ調光ガラス「世界の窓」変える 

                                  2021.10.13 

 

 ボーイング７８７の窓や車の防眩ミラーなどに、電気で着色状態と透明状態が切り替わ

る「エレクトロクロミック（ＥＣ）デバイス」が使われ始めている。オフィスなどの窓

にこのＥＣ調光ガラスが使われると、カーテンやブラインドを必要としない新しい居住

空間が生まれる。遮光による室内空調の省エネ化で、化石燃料からの二酸化炭素排出量

の削減に貢献すると期待されてもいる。環境問題に関心の高い欧米や、科学技術の進歩

が著しい中国で特に研究開発が盛んである。実用化に向け、世界の大手ガラス企業のほ

か、ベンチャーが多く参入し、市場拡大を目指している。物質・材料研究機構（ＮＩＭ

Ｓ）機能性材料研究拠点 グループリーダー 樋口昌芳らは、金属錯体がつながった新

しい高分子「メタロ超分子ポリマー」を開発し、その電気化学測定時に偶然ＥＣ現象を

発見した。金属錯体の電荷移動吸収は高いモル吸光係数を有するため、配位子と金属の

選択により最大で同６８９平方センチメートルの極めて高い着色効率を示すと判明した。 

 

□隙間攻めるﾚｰｻﾞｰ加工 部品の小型・高精細化でニッチ技術に出番    2021.10.15 

 高精細なレーザーによるモノずくりでスタートアップが存在感を高めている。半導体 

 レーザーや固体レーザーを進化させた次世代技術の研究をもとに強い光ながら極小 

サイズの穴開け加工などを実現する。 

 

□紙の６分の１の軽さで空気より高い断熱性、新開発の CNF 複合材がスゴイ KRI が開発 

2021.10.18 

開発した断熱材と紙の断熱性比較。下は１００℃に加熱したホットプレート上のサンプルの 

サーモグラフィー画像 

大阪ガス子会社のＫＲＩは、紙の６分の１の軽さで空気より高い断熱性を持つ、シリカ

エアロゲルとセルロースナノファイバー（ＣＮＦ）の複合材を開発した。複合材をグラ

スウールに含浸すると、ガラス板と同等の遮音特性で重量約１６分の１の素材も作れる。

スマホなど精密機器の断熱や電気自動車（ＥＶ）の室内ノイズ対策のほか、紙のように

軽く、保温性が高い衣服などを作れる可能性もある。                              8 



 

 

□北陽電機、米社と協業 次世代高機能センサー開発           2021.10.19  

北陽電機は、米国のスタートアップと協業し、次世代センサーの開発に乗り出す。レー

ザー光を使った高機能センサー「ＬｉＤＡＲ」の次世代技術に位置付けられる周波数連

続変調（ＦＭＣＷ）方式センサーで、ロボットや産業用途での市場開拓を進める。両社

はまず、２０２２年１月に米国で開催される展示会「ＣＥＳ」でデモシステムを共同で

実演する計画。 

• ＳｉＬＣ社のＦＭＣＷ方式ＬｉＤＡＲ用半導体 

協業するのはＳｉＬＣテクノロジーズ（カリフォルニア州）。同社はＦＭＣＷ方式のＬｉ

ＤＡＲを実現する半導体などを開発している。同社の技術を使ったＬｉＤＡＲは、従来

の飛行時間（ＴＯＦ）方式のＬｉＤＡＲと比べて検出距離が長く高精度で、対象物の速

度情報や材質情報なども得られる。 

 

□IoT、「脱炭素」で開拓へ CEATEC開幕 30 年、400 兆円市場に拡大    2021.10.20 

国内最大級の IT（情報技術）の見本市「CEATEC（シーテック）」は 19 日、オンラインで

一般公開を始めた。あらゆるモノがネットにつながる IoT 関連の技術展示に力を入れた。

主催者の電子情報技術産業協会（JEITA）は IoT 市場が 2030 年に約 400 兆円と 20 年比で

6 割増えると予測する。世界的な「脱炭素」の流れを IoTにも取り込み、社会実装の拡大

と産業振興につなげる。 

 

□脱炭素、電機大手アピール フィルム型太陽電池・省エネ実証棟     2021.10.22  

東芝が開発するフィルム型太陽電池＝同社提供 

 先端技術の見本市「シーテック」が２２日まで開かれている。コロナ禍のなか、昨年に

続きオンラインでの開催だ。大手電機メーカーは脱炭素をキーワードに、製品をアピー

ルしている。 

 

□３メートルの立体、３Ｄプリンターで 京都のベンチャー世界最大級   2021.10.23 

 京都市のベンチャー企業「エス．ラボ」が、縦、横、高さとも最大３メートルのものを

形作れる３Ｄプリンター「茶室」を開発した。３Ｄプリンターは製造業を中心に使われ

ているが、これだけ大きいものは珍しく、世界最大級という。 
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■カーエレクトロニクス 

□自動車立国の岐路 ＥＶ産業革命                   2021.10.9 

 欧州を震源に巻き起こるカーボンニュートラルの奔流が、トヨタ自動車を頂点とする 

 日本の自動車業界を揺さぶっている。日本にとってＥＶシフトは「解」なのか、だと 

 すれば何か望まれるのか。 

 

□空飛ぶクルマ電池開発 エナックス、高容量・出力           2021.10.13 

 エナックスは「空飛ぶクルマ」向けのリチウムイオン電池を開発した。負極に使う 

 シリコンの割合を一般的なリチウムイオン電池と比べ２．５倍の超の約８０％に高め、」 

 飛行時間を延長できるように高容量化。併せて離着陸時に求められる高出力化にも 

 対応した。２０２２年度に製品化し、初年度数十億円の売り上げを目指す、ＥＶへの 

 展開も見込む。 

 

□トヨタ、米 EV 攻略を迅速に 自前で初の車載電池工場         2021.10,20 

トヨタ自動車が初の自前の車載電池工場の建設に踏み切る。場所はお膝元の日本ではな

く、営業利益の約 3 割を稼ぐ米国だ。米バイデン政権は矢継ぎ早に主に EV の電動車支援

策を打ち出すものの、トヨタが得意とするハイブリッド車（HV）は対象外。世界の自動

車メーカーがこぞって米国で EV 投資を加速する中、乗り遅れるリスクがあった。自前戦

略は EV反転攻勢のカギを握りそうだ。 

 

□トヨタ、初の量産 EV 専用ブランド、航続 500キロ           2021.10.30 

トヨタ自動車は 29 日、初の量産電気自動車（EV）である「bZ4X」の仕様を発表した。航

続距離（1回の充電で走行可能な距離）は最長約 500 キロメートルで、先行する米テスラ

の「モデル 3」や日産自動車の「アリア」に迫る。世界の EV メーカーの中では先頭集団

に入り、テスラをはじめとする先行組を猛追する構えだ。bZ4X は多目的スポーツ車

（SUV）で価格は未定。2022 年半ばから世界販売を始める。 
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■企業動向、製品動向 

□サムスン、スマホ折り畳みに活路 大画面モデルは見送り        2021.10.9 

小米のシェア急伸、独自技術で差異化 

 

韓国サムスン電子がスマホの端末デザインを多様化させる。旗艦モデル「ギャラクシー

ノート」の発売を休止する一方、折り畳み型 2 機種を投入。巻き取り可能なディスプレ

ーの新機種も開発する。中国の小米（シャオミ）などが急成長するなか、独自技術によ

りデザインを刷新した新機種で対抗する。 

 

□ＥＮＥＯＳ、再生エネ新興を 2000 億円買収 成長にらみ巨額投資 脱・石油急ぐ 

                                   2021.10.8 

ENEOS ホールディングスは再生可能エネルギー新興企業のジャパン・リニューアブル・エ

ナジー（JRE、東京・港）を買収する方針を固めた。買収額は 2000 億円程度の見通し。

世界ではエネルギー大手による太陽光発電や風力など再生エネ投資が拡大している。脱

炭素時代を見据え、石油依存からの構造転換を加速する。（関連記事ビジネス 1面に） 

 

□任天堂、新型 Switch 発売 半導体不足で品薄続く懸念も         2021.10.9 

任天堂は 8 日、主力ゲーム機「ニンテンドースイッチ」の新型機を発売した。家電量販

店の多くは抽選販売方式を取っている。年末をにらんだ商戦期だが、半導体不足を背景

にしばらくは品薄状態が続く見通しだ。5 年目を迎えたスイッチの戦略を新型機の売れ行

きが占うことになる。 

 

□さよならパスワード マイクロソフト、顔認証など標準に        2021.10.12 

IT（情報技術）システムの認証からパスワードをなくす動きが広がっている。新型コロ

ナウイルス下で在宅勤務が進む中、漏洩リスクが高いという見方が強まったためだ。米

マイクロソフトはメール「アウトルック」やチャット「チームズ」といった自社アプリ

で顔認証などを標準とした。導入コストも下がり始め、多くの企業が脱パスワードを検

討すべき時期を迎えた。 
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□Acer、裸眼立体視対応ノートを正式発表                2021.10.15 

台湾 Acer は、裸眼による立体視に対応したクリエイター向けノート PC

「ConceptD 7 SpatialLabs Edition」を正式発表した。SpatialLabs は、

最新鋭の光学技術と視線追跡技術を組み合わせることで裸眼による立体視

を実現。液晶レンチキュラーレンズを備えた 4K パネルと、本体上部に備え

たステレオカメラにより、ユーザーの頭と目の位置を追尾し、両眼に異な

るイメージを送ることで立体視を実現する。立体視を使わない時は一般的な 4K の 2D ディ

スプレイとして利用できる。 

 

□サムスン、全家電に AI テレビが運動メニュー表示、冷蔵庫でレシピ提案 

2021.10.29 

韓国サムスン電子が全ての家電製品に人工知能（AI）を搭載し、複数の家電を組み合わ

せたサービスの開発に乗り出す。内蔵センサーが利用者の生活スタイルを把握して健康

を管理するほか、ロボットが白物家電とともに家事を担う未来図を描く 

 

□ソニーG、営業益 1兆円 22 年 3月期上方修正、最高益に 音楽好調   2021.10.29 

ＴＳＭＣ新工場に出資検討 対サムスンで日台連携、センサー強化 

ソニーグループは 28日、2022年 3月期の本業のもうけを示す連結営業利益（国際会計基

準）が前期比 9%増の 1 兆 400 億円になる見通しだと発表した。従来予想を 600 億円上回

る。音楽や映画、ゲームなどのサブスクリプション（継続課金）を軸とする戦略が奏功

し、経営環境の変動に大きく左右されず、収益を安定して伸ばす地力がついてきた。 

今期から会計基準を変更しており単純比較できないが、営業利益で 1 兆円の大台を超え

るのは初めて。製造業で営業利益 1兆円を記録するのは、トヨタ自動車に次いで２社目 

また、半導体受託生産世界最大手の台湾積体電路製造（TSMC）が日本で新設する半導体

工場への出資を検討していると表明した。深刻な半導体不足のなか、TSMC と組み画像セ

ンサーに必要な演算用半導体を安定的に確保する。日台連携で、猛追する韓国サムスン

電子に対抗し、スマホ用に続き成長する車載向けセンサーでシェア獲得を目指す。 
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■その他 

□大谷二刀流に匠のアシスト バット刷新、本塁打を量産 底から投打に安定 

2021.10.5 

米大リーグ・エンゼルスの大谷翔平選手が投打「二刀流」で世界を驚かせた 2021 年シー

ズンを終えた。異次元の活躍を支えたのは日本のスポーツ用品メーカーだ。アシックス

がバットやスパイクシューズ、デサントがアンダーウエアを開発し、大谷選手のこだわ

りを匠（たくみ）の技で実現した。ブランドを訴求し市販品も展開、成熟市場を活性化

する。 

 

□森林にも迫る高齢化、防災や脱炭素の壁                2021.10.10 

全国の人工林の過半が 50 歳を超え、高齢化が目立ってきた。国内の林業は安価な輸入木

材に押されて産業競争力が低下し、伐採や再造林が進まない負の連鎖に陥っている。手

入れされていない放置林は台風などの災害に弱く、二酸化炭素（CO2）の吸収源としても

認められない。 

 

森林の老いがもたらす問題は防災に限らない。林野庁は日本の森林が吸収する CO2 は

2014 年度の 5200 万トンが直近のピークで、19 年度は約 2 割少ない 4300 万トンまで減っ

たと推計する。CO2 を取り込む量は樹齢 40 年を過ぎて成長が落ち着くと頭打ちになると

考えられている。政府は 4 月、30 年度に温暖化ガスを 13 年度比で 46%削減する目標を表

明した。森林による CO2吸収量は目標の 5%分にあたる年約 3800万トンと想定する。今の

ペースで森林が老いていくと吸収源の役割を果たせなくなり、脱炭素の足かせになりか

ねない。 

 

□企業力ﾗﾝｷﾝｸﾞ／NTT、３回連続首位 半導体・製薬が好調で上昇     2021.10.25 

 日刊工業新聞社は主要上場企業を対象とした「第１７回企業力ランキング」（経済産業省

後援）の結果をまとめた。ＮＴＴが総合得点で７１・４を獲得し、３回連続で首位に輝

いた。製造業では信越化学工業が 2 位に、東京エレクトロンが３位とそれぞれ前回に比

べランクを上げた。また、業種別で化学・医薬品が平均点を４０・０と高めており、塩

野義製薬が４位に入った。総合得点の平均点は３４・９（前回３６・３）という結果だ

った。デジタル変革（ＤＸ）の活用、テレワークの推進、働き方改革などで収益性を維

持、向上させた企業はランクを高めている。                  13 



 

 

 
 

□ノーベル物理学賞に真鍋氏 温暖化予測、気候モデル開発        2021.10.6 

スウェーデン王立科学アカデミーは 5 日、2021 年のノーベル物理学賞を日本出身で米国

籍の真鍋淑郎・米プリンストン大学上席研究員（90）らに授与すると発表した。物理法

則をもとに、大気中の二酸化炭素（CO2）濃度が気候に与える影響を明らかにした。温暖

化の原因を科学的に示した真鍋氏らの研究は、現在の脱炭素をめぐる議論の発端となっ

た。授賞理由は「地球温暖化を確実に予測する気候モデルの開発」など。人間活動が気

候に与える影響の分析手法を生み出した独マックス・プランク気象学研究所のクラウ

ス・ハッセルマン氏と、気候などの複雑な物理現象に法則性を見いだしたイタリアのロ

ーマ・サピエンツァ大学のジョルジョ・パリージ氏と共同で受賞する。大気中の CO2 の

量が 2倍になると地上の気温が 2.3度上がると試算し、67年に発表した。 

 

□日本が国際競争力を失った納得の理由。先進的な研究開発も“宝の持ち腐れ”にする

｢企業文化｣の残念さ                                2021.10.13   

 

｢日本では、意思決定者に対する科学者の助言、科学者と政策決定者のコミュニケーショ

ンが行われていません（中略）そのことについてもっと考えるべきだと思います｣ 

同大で行われた受賞会見で、日本の優秀な研究者が国外の大学や研究機関に相次いで流

出する｢頭脳｣流出問題について問われた真鍋氏が語ったのが、冒頭の言葉だ。 

主要国における研究開発費総額の推移。              14 



 

 

｢世界競争力年鑑 2021｣総合順位の結果。 

日本の総合順位の変遷。 

 

｢世界競争力年鑑 2021｣で行った経営層アンケートにおける日本の順位 

 

□温室効果ガス、削減目標達成しても 2.7 度上昇 国連「対策加速を」   2021.10.27 

今月末に国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP26）が始まるのを前に、国連環境計画

（UNEP）は 26日、各国が定めた温室効果ガスの削減目標を達成しても、今世紀末には産業 

革命前から気温が 2・7 度上がるとする報告書を公表した。気温上昇を 2 度未満、できれ

ば 1・5 度に抑えるとする温暖化対策の国際ルール「パリ協定」の目標に届かない見通し

で、対策を加速させる必要があるとしている。日本は今年 4 月、温室効果ガスを 2030 年

度までに 13 年度比で 46%削減するという新たな目標を立て、従来の 26%削減から大幅に

数値を引き上げた。米国や欧州諸国などでも COP26 に向け、相次いで同様の動きがあっ

た。 
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□脱炭素資源、3 カ国でシェア 8 割 リチウムなど調達難も        2021.10.31  

鉱物資源の調達に懸念が高まっている。電気自動車（EV）などで使う資源は産地の集中

度が石油などの従来資源以上に高く、リチウムやコバルトは上位 3 カ国で 8 割前後に達

する。資源国が資源を囲い込む動きも出始めた。欧米や日本などが十分な量を確保でき

なくなれば、脱炭素の達成が壁にぶつかる恐れもある。脱炭素にはガソリン車を EV など、

火力発電を再生可能エネルギーなどに切り替えていく必要がある。蓄電池の電極やモー

ターなどには鉱物が欠かせない。英調査会社ウッドマッケンジーはリチウムの需要が 40

年に 20 年の 12.5 倍に、コバルトも 5.7 倍に増えると予測する。同社のエレニ・ジョア

ニデス氏は「エネルギー供給網のグリーン化が需要を後押しする」と話す。 

  

価格は高騰している。英アーガス・メディアによると、電池材料に使う炭酸リチウムは

指標となる中国での取引価格が 10 月下旬時点で 1 トンあたり 19 万元（約 340 万円）。8

月初めと比べて 2 倍超まで上がり最高値を更新した。背景にあるのは産地の偏りだ。リ

チウムはオーストラリア、チリ、中国の上位 3カ国で生産シェアが 88%、コバルトはコン

ゴ民主共和国など 3カ国で 77%にのぼる。 

             以上 

                                       16 


